
担当課室 農山村雇用対策室

予算額(補正後）

上位政策

農山村雇用対策室長

2,514 2,558

1,906

公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派
遣事業等の適正な運営を確保すること

関係する計
画、通知等

雇用保険法第６２条第１項第５号 -

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

ふるさとハローワーク事業推進費

職業安定局

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース) 874 1,906

874

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

2,1331,624

19年度 20年度 21年度

執行額

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）

事業内容を精査し、予算に反映すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

都道府県等連携型については、国と地方公共団体が主体となって設置するふるさとハローワーク事業運営協議会にて、より効果的
な就職促進のために地域の雇用失業情勢や地方公共団体の実施する雇用対策等を踏まえた事業運営計画を作成し、それに基づき
事業を実施するとともに、事業実施後に事業評価を同協議会において行うこととしており、実績等に応じた事業内容等の見直しを図
ることとしているが、国としても必要な指導を行うこととしている。また、市町村連携型については、実績が一定水準に満たない施設に
おいては、廃止を含めた業務見直しを毎年度行うこととしている。

事業実施地域に対して定期的に事業の進捗状況を報告させている。また都道府県等連携型については委託事業に係る実施状況報
告書、実施結果報告及び委託費の精算報告を提出させている。

事業番号 688

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度

前身となるふるさとハローワーク事業については平成21年
度、緊急地域共同就職支援事業については平成20年度
（平成22年度より両事業を統合）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

ふるさとハローワーク（都道府県等連携型）
国と都道府県が連携して運営協議会を設置し、国が実施する職業相談・職業紹介、地方公共団体が独自に実施する雇用施策に密
接に関連した就業支援のための講習、面接会、企業体験等、一体的に、地域の実情に応じた適切な民間団体に委託し、セミナーや
講習等の事業を行う。

ふるさとハローワーク（市町村連携型）
市町村庁舎等を利用し、市町村が住民サービスとして実施する相談・情報提供業務と相まって、国が実施する求人検索機を活用した
求人情報の提供、職業相談・紹介等を行う。

国と地方公共団体が共同で地域の実情に応じた雇用対策を積極的に実施するため、ハローワークの全国ネットワークによる職業紹
介機能と都道府県等が講ずる就業支援施策と共同で提供する拠点「ふるさとハローワーク」を整備することを目的とする。

執行率 53.8% 75.8%

・ふるさとハローワーク（都道府県連携型）：21年度においては、3地域に設置　　年間相談件数　　　15，048件（平成21年度実績）
・ふるさとハローワーク（市町村連携型）：21年度においては、125地域に設置　　年間相談件数1，315，843件（平成21年度実績）



（都道府県等連携型）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【予算示達】

２．ふるさとハローワークの設置・運営

（職業相談・職業紹介等の実施）

３．委託先業者の募集・選定

４．その他、地方公共団体と連携した雇用対策の実施

※各労働局の委託契約先、支出額は別紙のとおり

（市町村連携型）

地方公共団体が実施している雇用対策等に
密接に関連した講習、面接会、企業体験等を実
施

Ａ．都道府県労働局（24局）
1255百万

１．ふるさとハローワークの設置・運営
（職業相談・職業紹介の実施）
２．市町村との連絡その他必要な業務
の実施

厚生労働省

651百万

各労働局への業務指導の実施
事業実施状況の把握

【企画競争入札・委託】

各労働局への業務指導の実施
事業実施状況の把握

厚生労働省

1255百万

Ｂ．（社）北海道雇用開発協会等（２４団体）

８８６百万

【予算示達】

C．都道府県労働局（39局）

１．ふるさとハローワーク事業運営協議会の設置及び事業
運営計画 の策定

651百万



60
その他

（事務費）
ふるさとハローワーク運営経費、職員旅
費等

計

相談員経費
ふるさとハローワーク相談員にかかる経
費 591

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

83 計 0

消費税 消費税 4

管理費
事業全体の管理業務を行うコーディネー
ターの人件費等

事業費
面接会開催経費（会場借上等）、講習会
開催経費（講師謝金、資料印刷費等） 17

62

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費


費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

その他
（事務費）

ふるさとハローワーク運営経費、職員旅
費等 147

相談員経費
ふるさとハローワーク相談員にかかる経
費 222

ふるさとハローワーク委託費 886

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

使　途
金　額

(百万円）

計 651 計 0

C.都道府県労働局（39局） G.

1,255 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.都道府県労働局（２４局） E.

0計 0 計

B.北海道雇用開発協会

計

金　額
(百万円）

F.



労働局名 団体名

北海道労働局 社団法人 北海道雇用開発協会 83 百万円

福岡労働局 社団法人 福岡県雇用対策協会 62 百万円

青森労働局 財団法人 青森県労働福祉会館 56 百万円

高知労働局 高知県経営者協会 54 百万円

宮崎労働局 宮日総合広告株式会社 51 百万円

長崎労働局 株式会社 アド長崎新聞 45 百万円

島根労働局 財団法人 ふるさと島根定住機構 44 百万円

岩手労働局 富士通エフ・オー・エム株式会社 41 百万円

奈良労働局 財団法人 奈良県中小企業支援センター 41 百万円

沖縄労働局 株式会社 求人おきなわ 39 百万円

※支出額は四捨五入している。

平成21年度　委託先一覧（上位１０団体）

支出額


